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定年延長を含む高齢者に対する働く環境整備の取組状況 

―65 歳から 70 歳までの就業機会確保の実態― 

 
 

セレクションアンドバリエーション株式会社 
マネジャー 平野 雄聖 

 
 

【セレクションアンドバリエーション オフィシャルレポート要旨】 
「高年齢者雇用安定法」の改正により、2025 年 4月からすべての企業に「65 歳までの雇

用確保」が義務化されるなど、人口減少に起因する労働力不足が叫ばれている中で、労働力
を確保する方法として定年退職年齢の延長や定年退職後の再雇用などの施策に注目が集ま
っており、弊社セレクションアンドバリエーションのお客様からも同様の相談が増加して
いる。 
そこで、弊社では、人事院が実施している「民間企業の勤務条件制度等調査（2024 年９

月更新）」を基に、昨今の定年退職制度や再雇用制度の導入状況を分析した。 
結果、多くの企業では 65 歳までの雇用確保義務を 60 歳における定年退職制度とそこか

ら５年（65 歳まで）の再雇用制度の組み合わせで充足させているということが分かった。
一方で、暦年の推移をみると近年は定年延長や再雇用の上限年齢の延長なども実施され、70
歳になっても働ける環境が制度として整備されてきていることが判明した。 
セレクションアンドバリエーションは、今後ますます従業員にとって働きやすい環境が

整備され、高齢になっても意欲的に働ける社会が実現されることを期待している。 
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1. 定年退職制度の導入状況の推移 
以下のグラフは事務・技術関係職種の従業員がいる企業のうち、定年退職制度の導入割合

を示したものである。 

図表１：企業規模別の定年退職制度導入割合 
 
グラフを見ると 2017 年における 50~99 人の企業を除き、定年退職制度の導入率が 99%

を超えるなど、同制度はほとんどの企業に導入されていることが分かる。規模別にみると規
模の大きい企業ほど定年退職制度を整備している一方で、規模が小さい企業ほど導入が少
ないことが分かる。これは人員確保に関する余裕の有無が関連していると考えられる。 
 

2. 定年退職制度における定年年齢の推移 
では、定年退職制度における定年年齢はどのように推移しているのか。同年齢の変化につ

いて、以下の図表に示した。 

 
図表２：定年退職制度における定年年齢の推移 

 

60 61 62 63 64 65
2017 86.2% 0.4% 1.4% 1.2% 0.1% 10.0%
2020 82.1% 0.5% 1.4% 1.4% 0.0% 13.8%
2023 75.7% 0.7% 1.7% 0.8% 0.3% 19.6%

66 67 68 69 70 71以上 合計
2017 0.3% 0.1% 0.0% 0.0% - 0.3% 100.0%
2020 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.3% 0.0% 100.0%
2023 0.1% 0.2% 0.0% 0.0% 0.9% 0.1% 100.0%

西
暦

西
暦

年齢

年齢
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※2017 年の調査では定年年齢“70歳”の選択肢がなく“70 歳以上“となっていた。他の年
と平仄を合わせるため、図表では”71歳以上”としてカウントしている。 

 
図表から読み取れる通り、定年年齢は各年において 60歳が他年齢に比べ圧倒的に多いが、

2023年は 75.7%（2017 年比▲10.5%ポイント）と減少傾向にあり、各企業が定年を延長す
る傾向にある。 
また、60 歳の次に多いのは 65 歳であり、同年齢は 2017 年比で 9.6%ポイント増加して

いる。これは 2017 年に 60 歳を定年としていた企業の多くが 2023 年に 65 歳に定年を変更
したことが考えられる。 
加えて、65 歳に次いで増加している年齢が 70 歳ということも特徴的である。これは政府

が 70歳までの就業機会確保についても努力義務として掲げていることを反映したものであ
ることが考えられ、将来的な雇用義務化も想定される中で、従業員のエンゲージメントを高
める先進的な取り組みであるといえよう。 

 
3. 継続雇用制度（再雇用制度や勤務延長制度等）の導入状況の推移 
次に、定年退職制度に対して補完的な位置づけである継続雇用制度（再雇用制度や勤務延

長制度等）の導入状況の推移について、以下の図表に示す。 
 

 
図表３：継続雇用制度の導入状況の推移 

 
※特殊関係事業主とは子会社・関連会社等を指す 
※“再雇用制度”、“勤務延長制度”、“特殊関係事業主での継続雇用”の各制度は重複して導

入されている場合もある（例：“再雇用制度”と“勤務延長制度”両方導入している場合は両方
でカウントしている）。 

 
図表からは継続雇用制度を導入している企業が減少していることがわかる。これは定年

年齢を延長し、本制度を廃止した企業が増えていることが想定される。また、継続雇用制度
があると回答した企業における制度の内訳をみると再雇用制度は減少しているが、勤務延
長制度が増加していることから、形式上の退職を経ずに継続雇用を選ぶ企業が増えている
といえる。 

継続雇用制度がある

再雇用制度 勤務延長制度
特殊関係事業主※
での継続雇用

2017 97.3% 92.1% 6.2% 1.1% 2.6%
2020 96.5% 92.4% 8.2% 1.1% 3.4%
2023 93.6% 85.3% 11.5% 1.1% 6.1%

西
暦

継続雇用制
度がない
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4. 再雇用制度における上限年齢 

 最後に、再雇用制度における上限年齢についてまとめることとしたい。なお、本データに
ついては 2023 年のみしか調査されていないことから、同年のデータを参考にした。 

 
図表４：継続雇用制度の導入状況の推移 

 
図表から読み取れる通り、再雇用の上限年齢は 65 歳が 71.5%と最も多く、次いで 70 歳、

上限なしとなっている。これは政府が謳っている 65 歳までの就業機会確保義務および、70
歳までの同機会確保努力を反映した結果といえよう。 
第２章での定年退職制度の導入状況と定年年齢を踏まえると、多くの企業では 65歳まで

の雇用確保を「60 歳における定年退職制度とそこから５年（65 歳まで）の再雇用制度」で
充足させているということが分かった。 
現時点では再雇用制度を導入している企業の７割近くが 65 歳を上限としていることか

ら、今後 70 歳まで働ける企業が増えてくることを期待したい。 
 
5. まとめ 
本レポートでは、定年退職制度の導入状況の推移および定年再雇用の実態について調査

した。 
その結果、多くの企業では 65 歳までの雇用確保義務を 60 歳における定年退職制度とそ

こから５年（65 歳まで）の再雇用制度で充足させているということが分かった。一方で、
近年は定年延長や再雇用の上限年齢の延長などの対応も実施されており、70 歳になっても
働ける環境が制度として整備されてきていることが判明した。 
少子高齢化が急速に進展し人口が減少する中で、経済社会の活力を維持するため、働く意

欲がある高年齢者がその能力を十分に発揮できるよう、高年齢者が活躍できる環境の整備
を行うことができれば、さらなる事業伸長やエンゲージメント向上が期待できるだろう。 
セレクションアンドバリエーションでも定年延長や再雇用制度にかかる相談が増えてい

る。今後、さらに意欲的な従業員にとって働きやすい環境が整備された企業が増えていくこ
とを期待したい。 

61 62 63 64 65 66
西暦 2023 0.0% 0.0% 0.0% 0.8% 71.5% 0.1%

67 68 69 70 71以上 上限なし
西暦 2023 0.4% 0.1% 0.2% 15.3% 2.0% 9.2%

年齢

年齢
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セレクションアンドバリエーションが提供する人事制度設計についてはこちらから。 
https://sele-vari.co.jp/service/ 
 
＜参考資料＞ 
 人事院 「民間企業の勤務条件制度等調査」 

 (https://www.e-stat.go.jp/statistics/00020111) 
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